
「地方公務員等共済組合法及び厚生年金保険法改正案」の慎重な取り扱いを求め

る意見書 

 

  昨今の厳しい年金財政の状況を踏まえ、地方議会議員年金制度は、平成２３年６

月１日に廃止された。 

 しかしながら、本年７月、自由民主党総務部会 地方議員年金検討プロジェクト

チームにおいて、地方議会議員の厚生年金への加入を盛り込んだ「地方公務員等共

済組合法及び厚生年金保険法改正案」が審議され、同プロジェクトチームにおいて

了承され、法案提出が進められていると聞き及んでいる。 

 地方議会議員年金制度は廃止されたとはいうものの、元議員等の既存支給者への

給付はこの先約５０年続き、公費負担累計総額は、約１兆１，４００億円にものぼ

る巨大な額となる。その原資はすべて税金であり、国や各地方自治体の財政運営に

少なからぬ影響を与えている。 

 市民生活は依然として厳しい中、地方議員だけを特別扱いすることは許されない。

地方議会議員年金制度廃止後も、莫大な税金投入が続いており、議員の担い手不足

を理由に新たに地方議会議員の厚生年金への加入が始まれば、さらなる公費負担が

必要となる。未だに地方議会全体の約３８％しか賛同が得られていない状況にあり、

さらに地方議会の声に真摯に耳を傾けるべきである。 

また、国民年金の拡充という根本的な課題も残されたままであり、到底市民の理

解を得られるものではない。 

こうした状況下、これまでも周南市議会においては議論を重ねてきたが、「地方

公務員等共済組合法及び厚生年金保険法改正案」の法案の提出に当たっては、何よ

りも国民の理解が大切であり、地方議会議員の身分、報酬等の在り方や財源の確保

など、幅広い検討も必要であることから、慎重な取り扱いを求めるものである。 

  以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

平成２９年９月２２日 

山口県 周南市議会  


